                                                      2014年5月30日
２０１４年～２０１５年 活動の振り返り

１．総括

以下は、昨年度年初に認めました代表理事としての所信です。

迷走するこの国のエネルギー政策
　閣議決定されたエネルギー基本計画には、多くの識者が指摘するように問題が多すぎます。「安全神話を信じていた3.11以前に戻ってしまった。」「原発を、その事故の真因も解明されておらず、経済合理性がないことは明らかなのに、『重要なベースロード電源』という二転三転の苦肉の策の表現を使いながら、本音はしっかりと使い続ける意志を明確にした。」「再生可能エネルギーの具体的な目標もなく推進の決意が見えない。」「使用済み核燃料の処理にまったく道をつけない。」などなど。その通りだと思います。
　さらに加えて、この計画には重大な致命的な欠陥があることを指摘せざるを得ません。それはエネルギー基本計画と称しながら、現在使っている電力をどういう方法で作るかということしか語っていないことです。電気を供給する側での議論に終始してしまっています。エネルギーの議論で散見することなのですが、エネルギーと言うと即、電力と捉え、電気をどう作るかという議論に直行します。そして議論は賛成か反対かと矮小化していきます。エネルギーのうち、電気という形で使っているのは全体の3割から4割と言われており、過半は熱（冷熱）という形で使っています。ですから、電気のことだけを語っても片手落ちなのです。
　そして、もっと重要なことは、本来、一国のエネルギー基本計画というなら、この国のエネルギーとはどうあるべきかという議論をこの国の知恵を結集して地球温暖化・低炭素社会や省エネ、そして、もちろん経済合理性の観点から徹底的に行い、エネルギー全体のあるべき姿を描き、そのエネルギーを電力や熱などでどう賄うかを検討し、次に初めてそのうちの電力をどう作るかという議論をすべきなのです。政治がやるべきことは、技術的にも経済的にも合理性のない原発から早く卒業して、新しいフロンティアを示すことです。新しい豊かな社会実現へのチャンスをつぶすことはあまりにもったいないことです。
　エネ経会議の役割
　私たちエネ経会議のやるべきは、政治には期待できない現実とはいえ、政治を諦めずとも単に評論や批判を繰り返すことに留まらず、小さくともいいから自分ができること、顔の見える仲間を募ってできることを実践し、その輪を広げること。それが私たち経済人としてできる、やるべきデモンストレーションだと思います。
　引き続き、活動の柱は大きくは２つです。

1． 地域で再生可能エネルギーを中心としたエネルギーの自給のしくみを小さくとも

いいから創ること
2． もっともっと賢いエネルギーの使い方を学び実践していくこと、つまり、省エネを

推進すること。特に中小企業の現場で。
　全国で様々な取組みが動き始めました。それらをネットワークでしっかりと結んで仲間を増やしてまいります。知恵と力を結集し、新しい現実を創る。そのエンジンの役を担ってまいります。
　この昨年度の所信を読み返しながら、この一年を振り返ってみると国のエネルギー政策を巡る状況に大きな改善は観られず、むしろ後退していると言わざるを得ません。当会としての活動の成果という点では甚だ心もとない状況でもあります。しかし、一方、地域での取り組みは確実に増殖を続けています。その数を増やし、そのスピードを上げていくことが急務であることを改めて感じています。

２．行動計画の実施状況の評価

以下に昨年度の重点施策を再掲いたします。次に、その具体的なアクションプランである行動計画のそれぞれに項目についての実施状況の評価を述べることで振り返りとさせていただきます。

重 点 施 策
1. 「地域で再生可能エネルギーを中心としたエネルギーの自給体制をつくること」に資する活動
2. 「賢いエネルギーの使い方を学び実践すること」に資する活動
3. 会員間のネットワーク構築に資する活動
4. 情報の収集及び共有に資する活動
5. 「地域社会の事業者、志民、行政、各種団体が連携・協力する場を作ること」に資する

活動
6. 積極的な意見発信と発言力の強化に資する活動
7. 会員の拡大
8. 財政基盤の強化～収益拡大及び収益源の多様化
9. 組織機能の強化
活 動 計 画
1. 「地域で再生可能エネルギーを中心としたエネルギーの自給体制をつくること」に資する活動　　　→90点
2. 「賢いエネルギーの使い方を学び実践すること」に資する活動　→50点
各地での創エネ及び省創エネ及び省エネについての技術情報・行政施策・助成金等に関する情報の収集と共有
1） 「ローカル・エネルギー・フェスタ（略称LEF）」の開催　【年2～3回実施】
　＜候補地：仙台市、豊田市、他＞　
『みんなで考え、みんなでつくり、賢く使うエネルギー～地域での経済循環を目指して～』をテーマに、各地域を主体に、地域の多様な主体の協働・連携による、地域の特性を生かしたイベントを開催。（詳細は、別紙1、別紙2を参照）
　　　⇒8月宮城県仙台、11月愛知県豊田にて開催。開催地の会員との連携の下、環境省の

　　　　補助金を自ら活用したこの事業から得た知見は大きい。ただ、「実践の現場からの報告

　　　　を中心に、専門家のアドバイス、行政の資金的な支援などの有益な情報を共有したい

　　　　と思います。」と当初謳った目的に照らすと、その実効度は半分程度かと思われ、改善

　　　　の余地がある。また、期中発生事業として、急遽、エイモリーロビンス博士を招いての

勉強会を開催。会員への最先端の情報の提供とエネ経会議の外部へのＰＲの機会が　できた。

2） 創エネ及び省エネの取り組みの先進事例についての現地視察会を開催　【年3回実施】
　　　⇒6月愛媛県八幡浜（伊方）と高知県梼原の視察に、11月仙台でのLEFの一環として

　　　　実施した富谷ソーラーガーデン視察と２回の実施であった。現地を観ることでより深い

　　　　情報を得られたと評価できるが、さらに、視察が参加会員の次の具体のアクションにつ

　　　　ながるような企画の工夫が必要と感じた。
3） 「エネルギーなんでも相談センター」（旧名称「省・創エネセンター」）の充実と活用促進
省エネ、創エネについての会員からの質問・相談に専門家集団であるテクニカルアドバイザーが対応する体制である本センターの稼働を上げる。
　　　⇒具体の相談案件が数件に留まったこと、途中で立ち消えになってしまった案件があっ

　　　　たことなど本サービスの会員への周知徹底とその内容について見直しが必要であること

　　　　が明らかになり、新年度に向けて体制の再構築を行った。

4） 「ご当地電力レポート」制作・配信、及び、出版化の検討
全国各地で計画中あるいは進行中の再生可能エネルギーを中心としたエネルギー自給の取り組みあるいは省エネ事例に関する情報を収集し、「ご当地電力レポート」として会員へ配信、ならびにWEBサイトで公開。会員の新たな取組みの促進につなげる。
⇒レポートが定期的に掲載された（年24回）。貴重な情報の提供ができた。

　しかし、その購読率は未だ低いので会員へのＰＲを強化する必要がある。

高橋氏の近著「ご当地電力はじめました!」 (岩波ｼﾞｭﾆｱ新書)の出版に貢献。
5） 行政施策・助成金等について、必要に応じ、勉強会を各地で開催　
　　＜「LEF」その他の催しとの共催も検討＞
　　　　　　⇒２月の理事会にて環境省 中井審議官の講演があり、宮津の活動に繋がった例もあるが、計画的に勉強会を各地で開催するには至らなかった。新年度は中心的な事業として位置付ける。
6） 「エネルギーなんでも相談センター」による個別相談・助成金申請等支援⇒３）項と同じ
7） 会員事業者間のビジネス・マッチング支援⇒実績なし
3.会員間のネットワーク構築と活性化に資する活動　→0点
1） 会員データベースの整備と会員間での共有⇒実行できず
2） SNS等を利用し会員間での情報/意見交換の場を提供⇒実行できず
3） 上記のLEF、勉強会、先進地視察等と絡めて、各地域で会員の交流の場を設営
⇒それぞれの事業での懇親会の開催に留まってしまった。

4.情報の収集及び共有　　→40点
1） エネ経会議関連の記事、あるいはエネ経会議会員の参考になると思われる記事情報を収集し、WEB上で配信
　　　⇒エネ経会議および代表理事関連記事は適宜HPに掲載。
2） 会員向け月刊メールマガジンの配信
　　　⇒毎月発行と号外メルマガ14本を発行することができた。会員の購読率の検証が必要。

３）参考書籍（DVDを含む）情報の提供
メールマガジンで、アドバイザーの著書も含め、再生可能エネルギー、原発、経済のあり方等について当会の活動推進に資する図書を紹介する。 また、WEBサイト上でライブラリーを設置する。⇒年間25冊を紹介。HPにライブラリーを開設。
４)会員事業者、アドバイザー、エネルギーなんでも相談センター、外部協力団体・行政等

との情報収集と情報交換活動の強化⇒進展なし

5.　「地域社会の事業者、志民、行政、各種団体が連携・協力する場を作ること」に

資する活動　　→30点
1） 他団体との連携⇒ロビンス博士講演会集客で一部実施
全国ご当地エネルギー協会との連携。⇒具体的な連携には至っていない
6.積極的な意見発信と発言力の強化　　→30点
1） 行政関係者等主催の審議会・公聴会等への出席依頼の受託
　　　⇒代表理事が、「かながわのエネルギーを考える会委員、「かながわスマートエネルギー

　　　　　計画検討会委員、小田原市再生可能エネルギー事業化検討協議会委員に。
2） 外部協力団体等主催の催しへの出演・講演依頼の受託⇒講演会10回
3） アドバイザーへの相談・連携の強化
7． 会員の拡大　→0点
1） 会員数の拡大
1 正会員の会員数拡大　【目標会員数：　400名　（純増：102名）】⇒33名入会（２月以降の入会申込者の会費納入確認はせずに数字に加えた）
2 サポート会員（2014年3月制度新設、2014年4月本格募集開始）の会員数拡大
【目標会員数：　300名】⇒35名
3 賛助会員（企業スポンサー等）の制度構築・募集開始⇒ペンディング
2） 当会主催イベント等の参加者数（非会員参加可の場合には、非会員を含む）の拡大

⇒会員大会：96名、LEF仙台：94名、ロビンス博士講演会：138名（プレス、関係者除く）、LEFとよた：述べ約290名

8. 財政基盤の強化～収益拡大及び収益源の多様化　→20点
1） 会費収入の拡大
2） 補助金等の獲得
3） 各種催し等において、企業からの協賛金の獲得
4） 行政委託事業受託に向けた基盤づくり
5） その他、収益創出手段についての検討
9. 組織機能の強化　→50点
1） 事務局の機能強化
1 社内及び外部協力団体のプロ人材の活用⇒パート会計担当者採用
2 アルバイト、ボランティア等支援者の募集・活用⇒なし
     →専従の事務局長の採用をはじめ、ボランテイアスタッフの拡充により積極的な

活動のための事務局体制ができつつある。

さらに「エネルギー何でも相談所」の機能強化も徐々に図られてきている。

2） ＰＲ/広報活動の強化
1 催事参加者数拡大、会員数拡大等を目指し、会員種別・対象者層毎のニーズに応じた、催し・企画等の展開⇒未実施
2 WEB、SNS、その他メディア等を、目的に応じ有効に活用し、情報発信⇒実施
3 社員・理事、アドバイザー、アルバイト、ボランティア等を有効に活用し、情報拡散を促進⇒未実施
4 社内及び外部協力団体のプロ人材の機能を有効に活用⇒未実施
以上
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